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組
の
要
求
と
経
営
側
の
主
張
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二
一
世
紀
の
声
を
聞
く
と
同
時
に
、
雇
用

危
機
と
賃
金
制
度
見
直
し
と
い
う
大
波
に
洗

わ
れ
た
春
闘
。
定
昇
と
ベ
ア
を
組
み
合
わ
せ

た
賃
上
げ
要
求
が
、
連
合
方
針
か
ら
消
え
て

か
ら
三
年
た
つ
。
企
業
は
史
上
空
前
の
利
益

を
見
込
む
と
こ
ろ
が
多
い
な
ど
〇
五
春
闘
は

交
渉
環
境
が
大
幅
に
好
転
す
る
な
か
始
動
す

る
が
、
連
合
は
統
一
ベ
ア
要
求
基
準
を
四
年

連
続
で
見
送
っ
た
。 

 

連
合
が
統
一
要
求
を
設
定
す
べ
き
だ
と
す

る
統
一
要
求
「
必
要
派
」
と
「
不
必
要
派
」

の
議
論
が
か
み
合
わ
な
い
こ
と
も
一
因
だ
が
、

〇
五
春
闘
の
労
働
側
方
針
を
み
る
と
、
企
業
・

産
業
内
と
い
う
ミ
ク
ロ
的
な
経
済
合
理
を
も

と
め
る
交
渉
へ
の
移
行
を
色
濃
く
し
て
い
る
。

そ
の
キ
ー
ワ
ー
ド
は
「
格
差
是
正
」
だ
。 

 

と
は
い
え
、
連
合
の
春
闘
に
お
け
る
取
り

組
み
が
、
社
会
的
公
正
の
追
求
に
あ
る
は
ず

だ
と
い
う
主
張
も
根
強
い
。
こ
れ
に
は
「
社

会
的
分
配
」
の
是
正
と
い
う
方
針
を
盛
り
込

み
、
応
え
て
い
る
。 

　
〇
一
年
か
ら
掲
げ
た
連
合
の
「
春
闘
改
革
」

だ
が
、
雇
用
優
先
・
賃
金
要
求
自
粛
路
線
と

い
う
緊
急
避
難
策
か
ら
大
き
く
一
歩
を
踏
み

出
す
た
め
の
考
え
方
の
整
理
は
、
ま
だ
つ
い

て
い
な
い
。
緊
急
避
難
か
抜
本
改
革
か
の
本

格
的
な
春
闘
改
革
論
議
は
、
〇
六
春
闘
ま
で

持
ち
越
さ
れ
た
。
　 

 

　 
 

「
格
差
」と「
社
会
的
配
分
」の
是
正
を 

 

闘
争
方
針
を
決
め
た
昨
年
一
一
月
の
中
央

委
員
会
で
笹
森
会
長
は
、
「
統
一
ベ
ア
要
求

は
行
わ
な
い
が
、
ベ
ア
を
取
り
に
行
け
る
所

は
、
積
極
果
敢
に
取
り
に
行
く
」
「
（
統
一

ベ
ア
要
求
を
）
組
織
全
体
で
取
り
組
め
る
動

き
を
一
年
で
も
早
く
作
り
あ
げ
た
い
」
と
述

べ
、
統
一
要
求
見
送
り
に
理
解
を
求
め
つ
つ
、

昨
年
以
上
の
積
極
的
な
賃
金
要
求
を
訴
え
た
。 

 
連
合
の
方
針
は
交
渉
前
の
状
況
を
久
々
に

「
マ
ク
ロ
経
済
の
回
復
過
程
に
お
け
る
取
り

組
み
」
と
位
置
づ
け
る
。
し
か
し
、
日
本
経

済
が
危
機
的
状
況
か
ら
こ
こ
に
至
る
間
、
労

働
分
配
率
低
下
に
象
徴
さ
れ
る
「
労
働
側
へ

の
し
わ
寄
せ
」
と
、
規
模
間
、
産
業
間
、
雇

用
形
態
間
な
ど
で
「
所
得
の
二
極
化
」
が
進

行
し
た
と
分
析
。
そ
の
た
め
、
「
規
模
間
や

男
女
間
等
の
格
差
是
正
、
均
等
待
遇
の
実
現

に
向
け
た
継
続
的
な
取
り
組
み
」
を
、
新
た

に
す
べ
て
の
組
合
が
取
り
組
む
課
題
（
ミ
ニ

マ
ム
運
動
課
題
）
に
追
加
し
た
。 

　
で
は
、
こ
の
格
差
是
正
を
ど
の
よ
う
に
進

め
よ
う
と
し
て
い
る
か
。
実
際
に
要
求
設
定

や
交
渉
を
担
う
産
別
・
単
組
に
は
、
「
自
ら

の
賃
金
実
態
や
賃
金
カ
ー
ブ
を
把
握
し
、
社

会
水
準
や
生
計
費
等
と
の
比
較
、
時
系
列
で

の
分
析
を
行
い
、
そ
の
是
正
に
取
り
組
む
」

と
の
考
え
方
を
示
し
て
い
る
。
そ
の
水
準
目

標
値
と
し
て
、
二
三
万
円
以
上
（
〇
三
年
賃

金
セ
ン
サ
ス
に
よ
る
一
〇
〜
九
九
人
規
模
の

高
卒
勤
続
五
年
程
度
の
所
定
内
水
準
）
を
示

し
た
。 

 

   

中
小

の
格
差
是
正
で
五
〇
〇
円
以
上
を 

 

〇
四
春
闘
で
最
も
注
目
さ
れ
た
「
中
小
共

闘
」
。
初
め
て
中
小
・
地
場
組
合
の
要
求
目

安
額
と
し
て
「
五
二
〇
〇
円
」
を
提
示
し
、

集
中
回
答
ゾ
ー
ン
を
設
け
た
結
果
、
前
年
比

二
〇
〇
〜
三
〇
〇
円
の
賃
金
増
額
と
な
っ
た
。 

　
こ
の
成
果
を
踏
ま
え
て
、
要
求
面
と
闘
争

体
制
面
を
強
化
し
て
臨
む
。
ま
ず
、
要
求
面

で
は
連
合
中
小
共
闘
セ
ン
タ
ー
に
参
加
す
る

構
成
組
織
が
、
中
小
・
地
場
の
格
差
是
正
分

と
し
て
五
〇
〇
円
以
上
を
目
安
に
要
求
す
る

こ
と
を
確
認
。
賃
金
確
保
相
当
分
五
二
〇
〇

円
を
加
え
て
、
五
七
〇
〇
円
以
上
の
賃
上
げ

要
求
を
掲
げ
る
こ
と
に
な
る
。 

　
も
う
ひ
と
つ
、
昨
年
の
共
闘
は
産
別
ご
と

の
縦
割
り
状
態
で
、
産
別
内
部
で
の
デ
ー
タ

集
計
に
終
わ
っ
た
と
こ
ろ
が
多
か
っ
た
が
、

今
年
は
す
べ
て
の
地
方
連
合
会
で
中
小
共
闘

セ
ン
タ
ー
を
設
置
。
集
計
し
た
情
報
の
共
有

化
や
マ
ス
コ
ミ
な
ど
へ
の
発
信
を
通
じ
て
、

交
渉
結
果
を
効
果
的
に
波
及
さ
せ
る
考
え
だ
。 

   

「
ベ
ア
」で
は
な
く
「
賃
金
改
定
」 

 

経
営
側
の
交
渉
指
針
と
な
る
日
本
経
団
連

の
経
営
労
働
政
策
委
員
会
報
告
（
経
労
委
報

告
）
が
一
二
月
一
四
日
に
発
表
さ
れ
た
。
春

季
交
渉
に
臨
む
経
営
側
の
基
本
姿
勢
に
つ
い

て
は
、
「
定
期
昇
給
制
度
が
、
毎
年
誰
も
が

自
動
的
に
昇
給
す
る
制
度
と
し
て
未
検
討
の

ま
ま
残
っ
て
い
る
と
す
れ
ば
、
廃
止
を
含
め

て
抜
本
的
な
改
革
を
急
ぐ
べ
き
で
あ
る
」
「
国

際
的
に
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
に
あ
る
賃
金
水
準
の

こ
れ
以
上
の
引
き
上
げ
は
困
難
で
あ
る
。
も

は
や
市
場
横
断
的
な
横
並
び
の
、
い
わ
ゆ
る

『
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
（
ベ
ア
）
』
要
求
を
め
ぐ

る
労
使
交
渉
は
そ
の
役
割
を
終
え
、
個
別
企

業
に
お
い
て
も
、
賃
金
管
理
の
個
別
化
が
進

む
な
か
で
は
、
一
律
的
底
上
げ
と
い
う
趣
旨

で
は
、
そ
の
機
能
す
る
余
地
は
乏
し
い
」
―

―
な
ど
と
、
従
来
か
ら
の
主
張
を
展
開
。
「
今

後
、
賃
金
の
引
き
上
げ
・
引
き
下
げ
は
『
賃

金
改
定
』
と
称
す
べ
き
」
と
の
呼
称
変
更
を

提
案
し
た
う
え
で
、
一
律
横
並
び
の
「
春
闘
」

は
終
焉
し
た
と
改
め
て
強
調
し
て
い
る
。 

　
こ
の
主
張
に
対
し
て
連
合
は
「
賃
金
改
定

は
、
生
活
・
経
済
・
経
営
状
況
な
ど
を
踏
ま

え
て
交
渉
す
べ
き
も
の
で
、
ベ
ア
不
要
論
と

し
て
一
般
化
さ
せ
る
こ
と
は
無
意
味
で
あ
る
。

成
長
成
果
の
配
分
と
し
て
ベ
ア
要
求
を
す
る

の
で
あ
り
、
こ
の
姿
勢
を
変
え
る
つ
も
り
は

な
い
」
（
事
務
局
長
談
話
）
と
反
論
。
経
労

委
の
主
張
は
、
企
業
内
の
ミ
ク
ロ
の
交
渉
事

項
に
こ
だ
わ
り
、
マ
ク
ロ
経
済
の
視
点
に
欠

け
る
と
批
判
す
る
。 

   

金
属
労
協

、職
種
別
賃
金
に
踏
み
出
す 

 

金
属
労
協
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
・
Ｊ
Ｃ
）
は
、
賃
上

げ
交
渉
リ
ー
ド
役
・
相
場
形
成
と
い
う
従
来

の
共
闘
軸
を
大
幅
に
転
換
。
共
闘
軸
を
「
Ｊ

Ｃ
ミ
ニ
マ
ム
運
動
」
に
移
す
こ
と
を
さ
ら
に

鮮
明
に
し
た
。 
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各団体の要求概要 

連　合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全労連 
 
 
 
 
金属労協 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自動車総連 
 
 
 
 
 
 
 
 
電機連合 
 
 
 
 
 
ＵＩゼンセン 
同盟 
 
私鉄総連 

１．すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題） 
 ①「賃金カーブの確保」と賃金カーブ維持分の労使確認 
 ②規模間や男女間等の格差是正、均等待遇の実現に向けた継続的な取り組み 
 ③全従業員対象の企業内最低賃金の協定化 
 ④労働時間管理の協定化 
２．規模・地域・男女・企業内等の格差是正や底上げとして 
 ①賃金カーブの算定が可能な組合 
 　賃金カーブの確保・カーブ維持分の労使確認＋500円以上 
 ②賃金カーブの算定が困難な組合 
 ・賃金カーブの確保相当分5,200円（目安）＋500円以上 
 ・5,700円以上 
 
統一要求基準 
 ①「誰でも１万円以上」の賃金底上げ 
 ②「パート時給50円以上」の引き上げ 
 ③「月額15万円、日額7,400円、時給1000円」の最低賃金要求 
 
１．大くくり職種別賃金水準形成に向けた取り組みの具体化 
 「基幹労働者」の銘柄指標づくりなど、05年は取り組み可能な産別、単組から
スタート 

２．賃金水準の引き上げ 
 積極的に格差改善に取り組む。（標準労働者の到達目標・高卒35歳・勤続17年・
技能職を309,000円以上、高卒30歳・勤続12年・技能職を266,000円以上） 

３．賃金構造維持分の確保と賃金制度確立 
４．ＪＣミニマム運動（ＪＣミニマム＜35歳・21万円＞、企業内最低賃金協定、
法定産業別最低賃金）の推進 

 
＜個別ポイント絶対水準要求＞ 
 現行のポイント賃金（35歳・高卒・勤続17年・技能職・４人世帯）水準を維持
した上で、各組合は格差・体系是正や水準向上に向け積極的にベースアップ分を
設定する＝目指すべき水準①プレミア基準375,000円②目標基準333,000円③ス
タンダード基準298,000円④到達基準267,000円 

＜平均賃金引き上げ＞ 
 賃金カーブ維持分確保を大前提とし、各組合は格差・体系是正や水準向上に向け 、
積極的にベースアツフ分を設定する 

 
＜統一要求基準＞ 
 ①（ベースアップを要求する環境にはないものと判断し）「賃金体系の維持」「職

群別基幹労働者」基準による個別賃金要求 
 ②産業内格差改善（18歳・15万円を原則とした「企業内最低賃金の締結」 
 ③業績回復を反映した平均基準内賃金の年間５ヵ月分を中心とした一時金要求 
 
「賃金体系（カーブ）維持プラス賃上げ原資1,000円基準（基本賃金改善を基本と
し、賃金体系是正、各種手当等も含む）」 

 
現行各人基本給を、一人平均で2.1％（定昇相当）プラス1,500円（ベア分）引き上
げる 

団　体　名 要　　求　　内　　容 

　
そ
の
柱
は
、
①
金
属
産
業
全
体
の
賃
金
水

準
を
下
支
え
す
る
「
Ｊ
Ｃ
ミ
ニ
マ
ム
」
の
徹

底
②
企
業
内
最
賃
協
定
の
締
結
③
「
法
定
産

業
別
最
賃
」
―
―
の
三
つ
。
さ
ら
に
闘
争
方

針
は
、
こ
れ
に
加
え
、
仕
事
や
役
割
を
重
視

し
た
個
別
賃
金
水
準
の
相
場
形
成
を
め
ざ
す

「
大
く
く
り
職
種
別
賃
金
」
と
い
う
新
機
軸

を
打
ち
出
し
た
。
こ
こ
で
の
キ
ー
ワ
ー
ド
も

格
差
是
正
。「
産
業
間
・
産
業
内
格
差
を
是
正

し
、
金
属
産
業
の
位
置
づ
け
に
ふ
さ
わ
し
い

賃
金
水
準
の
実
現
」
を
め
ざ
す
と
し
て
い
る
。 

　
加
盟
産
別
の
な
か
に
は
電
機
連
合
の
よ
う

に
、
す
で
に
職
種
別
賃
金
に
よ
る
賃
金
要
求

に
向
け
て
具
体
的
な
準
備
に
入
っ
て
い
る
組

織
も
あ
る
が
、
来
春
闘
は
そ
れ
ぞ
れ
の
産
業

を
代
表
す
る
「
基
幹
労
働
者
（
産
業
ご
と
の

代
表
職
種
に
お
け
る
中
堅
労
働
者
）」の
銘
柄

指
標
づ
く
り
か
ら
着
手
。
以
降
、
毎
年
の
春

闘
時
に
お
け
る
具
体
的
な
検
討
、
職
種
ご
と

の
基
幹
労
働
者
の
要
求
水
準
の
設
定
を
経
て
、

二
〇
一
〇
年
を
め
ど
に
実
現
さ
せ
た
い
と
し

て
い
る
。
〇
五
年
は
そ
の
第
一
歩
を
踏
み
出

す
年
と
な
る
。 

   

ベ
ア
積
極
派
も
「
格
差
是
正
」が
主
眼 

 

連
合
傘
下
の
大
手
産
別
は
、
昨
年
以
上
に

「
ベ
ア
積
極
派
」
と
「
見
送
り
派
」
に
色
分

け
さ
れ
そ
う
だ
。
そ
の
立
場
を
問
わ
ず
、
賃

上
げ
要
求
の
キ
ー
ワ
ー
ド
は
、
こ
こ
で
も
「
格

差
是
正
」
だ
。 

　
要
求
積
極
派
の
代
表
格
は
、
組
織
規
模
で

民
間
産
別
ナ
ン
バ
ー
・
ワ
ン
の
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ

ン
同
盟
と
、
ナ
ン
バ
ー
・
ツ
ー
の
自
動
車
総

連
。
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
本
部
は
、「
要
求
が

な
け
れ
ば
解
決
は
な
い
。
個
々
の
事
情
は
理

解
で
き
る
が
、
要
求
の
段
階
で
出
来
な
い
と

い
う
こ
と
で
は
い
け
な
い
」（
落
合
清
四
会
長

代
行
）
と
積
極
賃
上
げ
を
構
成
組
織
に
呼
び

か
け
て
お
り
、
「
賃
金
体
系（
カ
ー
ブ
）維
持

プ
ラ
ス
賃
上
げ
原
資
一
〇
〇
〇
円
基
準
（
基

本
賃
金
改
善
を
基
本
と
し
、
賃
金
体
系
是
正
、

各
種
手
当
等
も
含
む
）」と
の
本
部
案
を
提
起

し
て
い
る
。
一
昨
年
設
定
し
た
基
本
賃
上
げ

五
〇
〇
円
以
上
に
続
き
、
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
的

な
要
素
を
要
求
に
必
ず
盛
り
込
む
よ
う
構
成

組
織
に
呼
び
か
け
て
い
る
。 

　
昨
年
は
自
動
車
総
連
全
体
で
四
八
四
組
合

が
ベ
ア
要
求
し
、
一
二
二
組
合
が
ベ
ア
を
獲

得
。
今
年
は
こ
れ
を
超
え
る
組
合
が
、「
格
差

是
正
」
を
主
眼
に
ベ
ア
要
求
を
盛
り
込
む
と

本
部
は
み
て
い
る
。
し
か
し
、「
連
合
が
統
一

ベ
ア
基
準
を
示
す
の
は
主
体
的
に
格
差
是
正

を
す
る
こ
と
と
矛
盾
す
る
の
で
は
な
い
か
」

（
同
総
連
幹
部
）が
組
織
内
の
全
体
ト
ー
ン
。

産
業
間
・
企
業
間
の
格
差
是
正
は
産
別
・
単

組
が
リ
ー
ド
す
る
と
の
交
渉
戦
術
を
描
く
。 

　
〇
四
春
闘
で
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
と
並
び
、

中
小
共
闘
の
一
角
を
担
っ
た
金
属
・
機
械
労

組
が
主
体
の
Ｊ
Ａ
Ｍ
は
、
結
果
的
に
は
統
一

要
求
を
見
送
る
が
、「
賃
金
維
持
分
確
保
と
是

正
」
を
前
面
に
、
賃
金
構
造
維
持
分
が
確
認

で
き
な
い
場
合
の
要
求
は
、「
五
二
〇
〇
円
プ

ラ
ス
五
〇
〇
円
以
上（
格
差
是
正
）」
と
す
る

よ
う
求
め
て
い
る
。 

　
一
方
、
電
機
連
合
は
今
春
闘
に
お
い
て
も
、

「
在
庫
調
整
の
局
面
に
入
っ
た
」「
企
業
業
績

の
バ
ラ
ツ
キ
が
大
き
い
」
こ
と
な
ど
を
理
由

に
、「
ベ
ア
要
求
す
る
環
境
に
は
な
い
も
の
と

判
断
す
る
」
と
し
て
、
五
年
連
続
で
統
一
ベ

ア
要
求
を
見
送
っ
た
。 

 

私
鉄
や
Ｊ
Ｒ
の
交
通
関
係
を
除
い
て
、
そ

の
他
の
産
別
に
つ
い
て
も
、
昨
春
闘
と
同
様

に
「
賃
金
体
系（
カ
ー
ブ
）の
維
持
」「
賃
金
構

造
維
持
分
の
確
保
」「
定
期
昇
給
の
確
保
」
と

い
っ
た
、「
ベ
ア
見
送
り
」
が
大
勢
を
占
め
て

い
る
。 

　 

（
調
査
部
　
主
任
調
査
員
・
荻
野
登
） 
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強
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政
府
は
昨
年
一
二
月
二
四
日
の
閣
議
で
、

平
成
一
七
年
度
（
二
〇
〇
五
年
度
）
予
算
案

を
決
定
し
た
。
一
般
会
計
の
総
額
は
、
今
年

度
よ
り
〇
・
一
％
増
の
約
八
二
兆
一
八
二
九

億
円
。
政
策
の
実
行
に
あ
て
る
一
般
歳
出
は

約
四
七
兆
二
八
二
九
億
円
で
、
前
年
度
比
〇
・

七
％
減
に
抑
え
て
い
る
。
厚
生
労
働
省
予
算

は
一
般
歳
出
全
体
の
四
三
・
九
％
を
占
め
、

今
年
度
よ
り
三
・
一
％
多
い
二
〇
兆
八
一
七

八
億
円
。
う
ち
社
会
保
障
関
係
費
は
三
・
〇

％
増
の
二
〇
兆
二
二
四
〇
億
円
で
、
一
般
会

計
の
四
分
の
一
に
の
ぼ
る
。
特
別
会
計
は
二

兆
二
八
二
一
億
円
増
え
、
総
額
七
二
兆
五
六

八
一
億
円
。
内
訳
は
、
厚
生
保
険
四
四
兆
二

九
八
七
億
円
、
船
員
保
険
六
六
六
億
円
、
国

民
年
金
二
三
兆
九
一
三
一
億
円
、
労
働
保
険

四
兆
一
二
九
五
億
円
、
国
立
高
度
専
門
医
療

セ
ン
タ
ー
一
六
〇
二
億
円
―
―
と
な
っ
て
い

る
。
厚
労
省
関
連
の
重
点
施
策
は
、
①
少
子

化
対
策
②
若
者
の
「
人
間
力
」
強
化
③
雇
用

の
ミ
ス
マ
ッ
チ
縮
小
の
た
め
の
雇
用
対
策
④

障
害
者
の
自
立
支
援
⑤
職
場
の
安
全
衛
生
対

策
―
―
な
ど
。 

 

　 
 

少
子
化
対
策

に
一
兆
円 

 

政
府
は
少
子
化
対
策
五
カ
年
計
画
と
し
て

「
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
」、「
新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ

ン
」
に
続
き
、
平
成
一
七
年
度
か
ら
の
第
三

弾
を
「
子
ど
も
・
子
育
て
応
援
プ
ラ
ン
」（
通

称
）
と
命
名
し
、
国
の
重
点
施
策
に
位
置
づ

け
て
い
る
。
厚
生
労
働
省
関
係
で
は
、
次
世

代
育
成
支
援
対
策
と
し
て
総
額
一
兆
円
を
超

え
る
額
を
投
じ
る
。 

 

ま
ず
、
地
域
の
子
育
て
支
援
を
充
実
さ
せ

る
た
め
三
四
三
七
億
円
を
確
保
し
た
。
う
ち

五
一
三
億
円
を
あ
て
て
交
付
金
を
創
設
。
保

育
所
な
ど
の
施
設
整
備
に
あ
て
る
「
ハ
ー
ド

交
付
金
」
と
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・

セ
ン
タ
ー
事
業
な
ど
地
方
自
治
体
が
行
動
計

画
に
基
づ
い
て
行
う
子
育
て
支
援
事
業
を
支

援
す
る
「
ソ
フ
ト
交
付
金
」
―
―
に
よ
り
、

地
方
自
治
体
の
子
育
て
関
連
事
業
を
バ
ッ
ク

ア
ッ
プ
す
る
。
ま
た
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン

タ
ー
を
活
用
し
た
子
育
て
支
援
を
強
化
す
る

た
め
、
活
動
拠
点
を
増
や
す
（
七
・
六
億
円
）
。 

 

多
様
な
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
推
進
に
は
三
四

一
〇
億
円
を
計
上
し
た
。
待
機
児
童
解
消
に

向
け
、
保
育
所
受
け
入
れ
児
童
数
を
五
万
人

増
や
す
た
め
二
八
三
億
円
を
充
当
す
る
。
休

日
・
夜
間
保
育
の
推
進
と
並
行
し
て
、
専
業

主
婦
の
た
め
の
緊
急
・
一
時
的
な
保
育
な
ど
、

保
護
者
の
多
様
な
就
労
形
態
に
柔
軟
に
対
応

す
る
特
定
保
育
の
推
進
に
も
三
〇
億
円
を
あ

て
る
。 

 

子
育
て
家
庭
に
配
慮
し
た
働
き
方
の
改
革

に
は
三
六
億
円
を
配
分
。
四
月
に
施
行
さ
れ

る
「
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
」
に
よ

り
事
業
主
に
求
め
ら
れ
て
い
る
行
動
計
画
の

策
定
が
適
切
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
助
成
金

な
ど
の
支
給
要
件
を
見
直
す
。
た
と
え
ば
育

児
・
介
護
休
業
制
度
の
導
入
企
業
に
支
給
し

て
い
る
育
児
・
介
護
費
用
助
成
金
の
場
合
、

計
画
策
定
義
務
の
あ
る
三
〇
一
人
以
上
規
模

で
、
行
動
計
画
の
届
け
出
を
し
て
い
な
い
企

業
は
支
給
対
象
か
ら
外
し
、
計
画
策
定
が
努

力
義
務
と
な
っ
て
い
る
三
〇
〇
人
以
下
規
模

で
も
届
け
出
を
し
て
い
な
け
れ
ば
減
額
す
る
。

育
児
・
介
護
休
業
法
の
四
月
施
行
に
合
わ
せ

て
見
直
す
。
新
規
事
業
と
し
て
は
、
「
緊
急

サ
ポ
ー
ト
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業（
仮
称
）」
を

開
始
。
子
ど
も
の
突
発
的
な
病
気
や
急
な
出

張
な
ど
育
児
に
か
か
わ
る
緊
急
時
に
、
専
門

ス
タ
ッ
フ
を
斡
旋
す
る（
七
・
八
億
円
）。 

 

母
子
家
庭
の
自
立
支
援
対
策
に
は
三
三
五

一
億
円
を
配
分
。
厚
労
省
関
係
で
は
、
就
労

経
験
の
少
な
い
母
親
な
ど
へ
の
職
業
訓
練
受

講
機
会
の
拡
充
（
六
・
六
億
円
）
な
ど
が
盛

り
込
ま
れ
た
。 

   

若
者

の「
人
間
力
」
強
化
に 

　
六
四
九
億
円 

 
働
く
意
欲
の
乏
し
い
無
業
者
（
Ｎ
Ｅ
Ｅ
Ｔ
）

は
五
二
万
人
に
ふ
く
れ
あ
が
っ
て
お
り
、
若

者
の
意
欲
・
能
力
を
高
め
る
総
合
的
な
対
策

「
若
者
人
間
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
を
新

た
に
始
め
る
。
一
七
七
億
円
を
か
け
て
進
め

ら
れ
る
施
策
の
目
玉
は
、
フ
リ
ー
タ
ー
・
無

業
者
を
対
象
と
し
た
体
験
合
宿
「
若
者
自
立

塾
」
の
創
設
だ（
九
・
八
億
円
）。
集
団
生
活

の
な
か
で
生
活
上
の
訓
練
や
労
働
を
体
験
す

る
こ
と
で
社
会
人
と
し
て
必
要
な
基
本
的
能

力
を
身
に
つ
け
、
勤
労
観
を
醸
成
し
、
自
信

と
意
欲
を
引
き
出
す
。
合
宿
内
容
の
企
画
を

公
募
し
、
審
査
に
よ
っ
て
厚
労
省
が
実
施
団

体
を
決
め
る
。
法
人
格
は
問
わ
な
い
。
全
国

約
二
〇
カ
所
で
実
施
し
、
三
カ
月
を
一
サ
イ

ク
ル
に
一
グ
ル
ー
プ
二
〇
人
、
年
間
約
一
二

〇
〇
人
が
対
象
。
参
加
者
一
人
あ
た
り
三
〇

〜
四
〇
万
円
程
度
の
自
己
負
担
を
求
め
る
形

を
想
定
し
て
い
る
。 

 

や
る
気
の
あ
る
若
者
の
職
業
的
な
自
立
促

進
対
策
に
は
一
九
五
億
円
を
計
上
し
、
引
き

続
き
「
若
者
自
立
・
挑
戦
プ
ラ
ン
」
の
枠
組

み
で
支
援
す
る
。
プ
ラ
ン
二
年
目
の
中
心
は

日
本
版
デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム
だ
。
シ
ス
テ
ム

実
施
を
希
望
す
る
専
修
学
校
な
ど
の
教
育
機

関
と
企
業
そ
れ
ぞ
れ
に
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
を

配
置
し
連
絡
調
整
業
務
を
行
う
「
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
事
業
」（
全
国
二
〇
地
域
）
や
、
受
講

を
促
す
「
橋
渡
し
」
講
習
な
ど
に
よ
り
施
策

を
強
化（
一
〇
二
億
円
）。
受
講
者
六
万
人
を

目
指
す
。
シ
ス
テ
ム
受
講
の
受
付
は
、
ハ
ロ

ー
ワ
ー
ク
に
加
え
、
一
部
の
「
若
年
者
の
た

め
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー（
通

称
ジ
ョ
ブ
・
カ
フ
ェ
）」
で
も
で
き
る
よ
う

に
す
る
。 

 

学
卒
未
就
業
者
を
対
象
と
す
る
試
用
雇
用

（
ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
）
で
は
、
平
成
一
五
年

度
実
績
で
二
万
五
〇
〇
〇
人
、
七
九
・
七
％

が
試
用
雇
用
期
間
終
了
後
に
常
用
雇
用
へ
の

移
行
を
果
た
し
て
い
る
。
来
年
度
は
こ
れ
を

拡
充
し
、
今
年
度
よ
り
九
〇
〇
〇
人
多
い
六

万
人
に
実
施
す
る（
九
六
億
円
）。
雇
用
保
険

を
受
給
し
て
い
る
若
者
へ
の
プ
ラ
ン
ナ
ー
に
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（注）１．特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したもの。ただし、労働保険
特別会計は徴収勘定を除いたもの。 

　　 ２．計数は、それぞれ四捨五入しているので、端数が合計と合致しないものがある 。 

平成17年度　厚生労働省予算案総括表 

一般会計 

・社会保障関係費 

・科学技術振興費 

・その他の経費 

厚生保険特別会計 

船員保険特別会計 

国民年金特別会計 

労働保険特別会計 

国立高度専門医療 
センター特別会計 

区　　分 

201,910 

 196,391 

 1,077 

 4,442 

 429,407 

 724 

 228,761 

 42,518 

 1,448

平成16年度 
予算案 
（Ａ） 

208,178  

 202,240  

 1,078  

 4,860  

 442,987  

 666  

 239,131  

 41,295  

 1,602 

平成17年度 
予算案 
（Ｂ） 

6,268  

 5,849  

 1  

 418  

 13,580  

 △59 

 10,370  

 △1,223 

 154 

増△減額 
（Ｂ）－（Ａ） 

よ
る
再
就
職
支
援
に
つ
い
て
も
、
対
象
を
三

五
歳
以
上
か
ら
三
五
歳
未
満
に
拡
げ
る（
二

六
億
円
）。 

 

そ
の
ほ
か
企
業
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
職
業

能
力
開
発
を
進
め
る
た
め
、
座
学
と
企
業
実

習
を
組
み
あ
わ
せ
た
「
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型

訓
練
」
を
引
き
続
き
推
進
す
る（
二
億
五
〇

〇
〇
万
円
）。 

   

ミ
ス
マ
ッ
チ
縮
小
に
五
六
八
億
円 

 

雇
用
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
や
雇
用
失
業
情
勢
の

地
域
差
は
依
然
と
し
て
大
き
い
。
地
域
に
着

眼
し
た
対
策
と
し
て
、
雇
用
創
造
に
取
り
組

む
市
町
村
に
対
し
、
企
画
・
構
想
段
階
か
ら

専
門
家
の
助
言
や
成
功
事
例
の
紹
介
な
ど
に

よ
り
総
合
的
に
支
援
す
る（
三
・
七
億
円
）。

さ
ら
に
、
雇
用
機
会
の
少
な
い
地
域
で
高
い

雇
用
創
造
効
果
を
あ
げ
る
事
業
を
コ
ン
テ
ス

ト
方
式
で
選
抜
し
、
市
町
村
や
経
済
団
体
な

ど
に
、
一
地
域
一
年
度
あ
た
り
最
大
二
億
円
、

最
長
三
年
間
、
実
施
を
委
託
す
る
。
ま
た
、

市
町
村
が
自
ら
選
択
し
た
重
点
産
業
で
、
創

業
者
が
非
自
発
的
離
職
者
を
含
む
二
人
以
上

を
雇
用
し
た
場
合
、
非
自
発
的
離
職
者
一
人

あ
た
り
三
〇
万
円
と
創
業
費
用
の
三
分
の
一

（
最
大
五
〇
〇
万
円
）を
助
成
。
い
ず
れ
も
緊

急
雇
用
創
出
特
別
基
金
を
活
用
し
て
実
施
す

る
。
そ
の
ほ
か
、
不
良
債
権
処
理
の
影
響
を

大
き
く
受
け
た
建
設
業
の
労
働
者
に
つ
い
て
、

リ
フ
ォ
ー
ム
な
ど
の
新
需
要
分
野
へ
ス
ム
ー

ズ
に
移
動
で
き
る
よ
う
、
新
た
な
労
働
力
需

給
調
整
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す
る
な
ど
総
合
的

な
対
策
を
進
め
る（
六
五
億
円
）。 

 
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
関
連
で
は
、
地
域
職
業
相

談
室（
仮
称
）を
五
〇
カ
所
に
新
設（
七
億
円
）。

市
町
村
と
の
共
同
運
営
で
効
果
的
な
職
業
相

談
・
紹
介
を
行
う
。
さ
ら
に
、
就
職
し
た
い

業
種
・
職
種
が
特
定
で
き
な
か
っ
た
り
、
希

望
範
囲
が
極
端
に
狭
い
な
ど
の
問
題
を
抱
え

る
求
職
者
に
対
し
て
は
、
セ
ミ
ナ
ー
や
個
別

指
導
に
よ
っ
て
就
職
可
能
性
の
高
い
業
種
・

職
種
へ
の
方
針
転
換
を
促
し
、
求
人
と
求
職

の
ミ
ス
マ
ッ
チ
解
消
を
図
る（
新
規
、一
五
億

円
）。 

   

高
齢
者
・
障
害
者
な
ど
の
対
策 

 

改
正
高
齢
者
雇
用
安
定
法
は
、
昨
年
一
二

月
、
今
年
四
月
、
来
年
四
月
と
内
容
ご
と
に

三
回
に
わ
け
て
施
行
さ
れ
る
。
同
法
の
円
滑

な
施
行
の
た
め
、
「
六
五
歳
再
雇
用
導
入
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト（
仮
称
）」
と
銘
打
っ
て
、
事
業

主
団
体
を
通
じ
て
継
続
雇
用
の
導
入
な
ど
の

指
導
・
相
談
を
行
う（
一
八
億
円
）。
ま
た
、

定
年
退
職
後
も
職
を
も
ち
、
地
域
社
会
で
生

き
が
い
を
も
っ
て
生
活
で
き
る
よ
う
、

多
様
な
就
労
促
進
の
一
環
と
し
て
シ

ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
事
業
を
拡
大

す
る（
一
四
一
億
円
）。 

 

障
害
者
関
連
の
施
策
で
は
、
精
神

障
害
者
の
雇
用
支
援
が
注
目
さ
れ
る
。

厚
労
省
が
昨
年
一
〇
月
、
初
め
て
精

神
障
害
者
を
対
象
に
個
人
調
査
を
行

っ
た
結
果
、
精
神
障
害
者
の
七
割
が

仕
事
を
継
続
で
き
る
か
ど
う
か
に
不

安
を
感
じ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
。

新
年
度
の
新
た
な
施
策
に
は
、
復
職

や
在
職
の
精
神
障
害
者
の
雇
用
に
取

り
組
む
事
業
主
へ
の
支
援
を
盛
り
込

ん
で
い
る（
二
・
九
億
円
）。 

 

在
宅
な
ど
様
々
な
形
態
に
よ
る
障

害
者
の
就
業
機
会
を
拡
大
す
る
た
め
、

Ｉ
Ｔ（
情
報
技
術
）を
活
用
し
、
在
宅

で
働
く
障
害
者
に
仕
事
の
受
注
・
分

配
を
行
う
在
宅
就
労
支
援
事
業
者
「
バ

ー
チ
ャ
ル
工
房
」
に
対
し
て
、
補
助
事
業
を

創
設
す
る（
一
・
五
億
円
）。
ま
た
、
ト
ラ
イ

ア
ル
雇
用
を
普
及
さ
せ
、
事
業
主
に
障
害
者

雇
用
の
き
っ
か
け
を
提
供
し
つ
つ
、
常
用
雇

用
へ
の
移
行
を
促
す（
九
億
円
）。 

 

そ
の
ほ
か
、
ホ
ー
ム
レ
ス
就
業
支
援
事
業

（
仮
称
）を
新
設
。
自
立
の
意
志
が
あ
る
人
を
、

地
方
公
共
団
体
と
民
間
団
体
が
連
携
し
て
支

援
す
る（
一
億
二
〇
〇
〇
万
円
）。 

   

職
場

の
安
全
衛
生 

 

重
大
災
害
の
多
発
や
、
過
重
労
働
に
よ
る

脳
・
心
疾
患
や
う
つ
病
な
ど
精
神
障
害
の
労

災
認
定
件
数
の
増
加
を
受
け
、
開
会
中
の
通

常
国
会
に
、
労
働
安
全
衛
生
法
の
改
正
案
が

提
出
さ
れ
る
。
改
正
案
に
は
、
時
間
外
労
働

が
月
一
〇
〇
時
間
以
上
に
達
す
る
な
ど
の
労

働
者
に
つ
い
て
医
師
が
面
接
指
導
す
る
こ
と

な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
る
。
事
業
主
へ
の
留
意

事
項
の
周
知
・
啓
発
や
専
門
家
に
よ
る
指
導

に
、
三
〇
億
円
を
準
備
す
る
。 

 

賃
金
不
払
い
残
業
問
題
で
は
、
指
針
の
徹

底
を
図
る
ほ
か
、
倒
産
に
よ
っ
て
賃
金
が
未

払
い
の
ま
ま
退
職
さ
せ
ら
れ
た
労
働
者
に
対

し
、
そ
の
八
割
を
立
て
替
え
払
い
す
る
「
未

払
い
賃
金
立
替
制
度
」
の
迅
速
・
適
正
な
運

用
を
行
う（
二
五
五
億
円
）。 

 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
均
衡
処
遇
推
進

、

在
宅
就
業
の
能
力
開
発
シ
ス
テ
ム
の
開
発
、

ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
普
及
な
ど
公
正
で

多
様
な
働
き
方
を
選
択
で
き
る
環
境
の
整
備

に
は
一
九
億
円
を
配
分
。
そ
の
ほ
か
、
増
加

す
る
個
別
労
働
紛
争
を
迅
速
か
つ
適
正
に
解

決
す
る
た
め
、
企
業
内
で
の
自
主
的
解
決
が

進
む
よ
う
、
研
修
会
の
開
催
な
ど
の
人
材
育

成
を
支
援
す
る（
一
四
億
円
）。 

（
調
査
部
　
高
畑
い
づ
み
） 

（単位：億円） 
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〇
四
年
の
組
織
率
が
過
去
最
低
を
更
新
、
一
九
・
二
％
に
 

労
働
組
合
 

　
労
働
組
合
の
組
織
率
の
低
下
に
歯
止
め
が

か
か
ら
な
い
。
厚
生
労
働
省
が
昨
年
一
二
月

一
四
日
に
発
表
し
た
「
平
成
一
六
年
労
働
組

合
基
礎
調
査
」
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
四
年
六

月
末
時
点
の
労
働
組
合
の
推
定
組
織
率
は
前

年
よ
り
〇
・
四
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
過
去
最
低

の
一
九
・
二
％
を
記
録
し
た
。
ま
た
、
組
合

員
数
は
一
〇
三
〇
万
人
で
前
年
よ
り
二
二
万

二
〇
〇
〇
人
減
少
（
二
・
一
％
）
し
た
。
こ

の
う
ち
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
組
合
員

数
は
、
三
六
万
三
〇
〇
〇
人
で
、
前
年
よ
り

三
万
一
〇
〇
〇
人
増
加
（
前
年
比
九
・
五
％

増
）
し
、
組
織
率
は
三
・
三
％
に
伸
び
た
。 

   

組
合
員
数

、一
〇
年
連
続
の
減
少 

　
調
査
は
六
月
末
現
在
で
実
施
さ
れ
た
も
の
。 

 

そ
れ
に
よ
る
と
、
労
働
組
合
員
数
は
、
一

九
九
四
年
の
一
二
六
九
万
人
を
ピ
ー
ク
に
減

少
し
続
け
て
お
り
、
一
〇
年
間
で
二
一
六
万

人
減
少
し
て
い
る
。 

 

推
定
組
織
率
は
一
九
四
七
年
の
調
査
開
始

以
降
、
二
〇
〇
三
年
に
初
め
て
二
〇
％
台
を

割
る
一
九
・
六
％
を
記
録
。
二
〇
〇
四
年
は

さ
ら
に
〇
・
四
ポ
イ
ン
ト
落
ち
込
ん
だ
。
組

織
率
の
ピ
ー
ク
は
一
九
四
九
年
の
五
五
・
八

％
。
そ
れ
以
降
は
低
下
傾
向
で
一
九
七
六
年

に
三
三
・
七
％
を
記
録
し
て
以
降
低
下
し
続

け
て
い
る
。 

 

組
織
率
は
、
組
合
員
数
を
雇
用
者
数
で
除

し
て
算
出
す
る
。
一
九
九
四
年
ま
で
は
分
子

の
組
合
員
数
が
減
る
年
も
あ
っ
た
も
の
の
、

そ
う
し
た
年
は
例
外
で
ほ
ぼ
増
加
傾
向
に
あ

っ
た
。
し
か
し
、
分
母
の
雇
用
者
数
は
非
正

規
雇
用
の
増
大
も
あ
り
、
こ
こ
数
年
は
横
ば

い
だ
っ
た
が
、
正
社
員
中
心
の
組
合
員
の
減

少
が
加
速
。
一
九
九
五
年
か
ら
は
分
子
の
組

合
員
数
が
減
り
続
け
た
結
果
、
組
織
率
の
低

下
に
拍
車
が
か
か
っ
て
い
る
。 

　
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
数
は
年
々
増
加
し

て
お
り
、
前
年
よ
り
九
万
人
増
の
一
一
〇
七

万
人
だ
っ
た
。
そ
の
う
ち
組
合
員
数
は
三
六

万
三
〇
〇
〇
人
。
前
年
に
比
べ
三
万
一
〇
〇

〇
人（
九
・
五
％
）増
加
し
た
。
推
定
組
織
率

は
三
・
三
％（
前
年
比
〇
・
三
％
増
）。
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
組
織
率
は
依
然
、
低
水

準
だ
が
、
二
〇
〇
〇
年
＝
二
・
六
％
、
二
〇

〇
一
年
＝
二
・
七
％
、
二
〇
〇
二
年
＝
二
・

七
％
、
二
〇
〇
三
年
＝
三
・
〇
％
と
毎
年
微

増
し
て
き
て
い
る
。
な
お
、
全
労
働
組
合
員

数
に
占
め
る
割
合
は
、
三
・
六
％
（
同
〇
・

四
％
）
だ
っ
た
。 

   

減
少
幅

、製
造
業
で
目
立
つ 

　
民
営
企
業
の
組
織
率
を
企
業
規
模
別
に
み

る
と
、
従
業
員
数
「
一
〇
〇
〇
人
以
上
」
の

大
企
業
で
は
五
〇
・
六
％
（
前
年
比
一
・
三

％
減
）
と
五
〇
％
を
保
っ
て
い
る
も
の
の
、

「
一
〇
〇
〜
九
九
九
人
」
で
は
一
五
・
八
％

（
同
〇
・
八
％
減
）
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、

さ
ら
に
「
一
〇
〇
人
未
満
」
で
は
わ
ず
か
一
・

二
％（
前
年
同
率
）。 

 

労
働
組
合
員
数
は
、
八
〇
一
万
六
〇
〇
〇

人
で
、
前
年
に
比
べ
一
三
万
五
〇
〇
〇
人
減

少
し
た
。
規
模
別
で
は
「
一
〇
〇
〇
人
以
上
」

が
四
六
一
万
五
〇
〇
〇
人
と
全
体
の
五
七
・

六
％
を
占
め
る
。
次
い
で
「
三
〇
〇
〜
九
九

九
人
」
が
一
二
六
万
人（
一
五
・
七
％
）、
「
一

〇
〇
〜
二
九
九
人
」
が
七
二
万
八
〇
〇
〇
人

（
九
・
一
％
）、
「
三
〇
〜
九
九
人
」
が
二
七

万
人（
三
・
四
％
）、
「
二
九
人
以
下
」
が
四

万
一
〇
〇
〇
人
（
〇
・
五
％
）
と
な
っ
て
い

る
。
前
年
と
比
べ
る
と
全
て
の
企
業
規
模
で

減
少
し
て
い
る
。 

　
産
業
別
の
組
織
率
は
、
電
気
・
ガ
ス
・
熱

供
給
・
水
道
業
が
最
も
高
く
六
五
・
七
％
、

公
務
が
五
一
・
一
％
と
五
〇
％
以
上
を
確
保

し
て
い
る
。
次
い
で
、
金
融
・
保
険
業
が
四

九
・
二
％
、
複
合
サ
ー
ビ
ス
業
三
六
・
四
％
、

運
輸
業
三
〇
・
九
％
、
製
造
業
二
六
・
一
％

な
ど
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、
農
業
・
林
業
・

漁
業
は
四
・
二
％
、
不
動
産
業
三
・
五
％
、

飲
食
店
・
宿
泊
業
で
は
三
・
三
％
と
五
％
を

切
る
低
水
準
と
な
っ
て
い
る
。 

 
組
合
員
数
を
み
る
と
、
製
造
業
が
最
も
多

く
二
八
二
万
二
〇
〇
〇
人
で
全
体
の
二
七
・

六
％
を
占
め
る
。
次
い
で
、
公
務
一
一
九
万

六
〇
〇
〇
人（
同
一
一
・
七
％
）、
卸
売
・
小

売
業
九
六
万
八
〇
〇
〇
人（
同
九
・
五
％
）、

建
設
業
九
六
万
四
〇
〇
〇
人（
同
九
・
四
％
）

な
ど
の
順
と
な
っ
て
い
る
。
前
年
と
比
べ
減

少
が
大
き
か
っ
た
産
業
は
、
製
造
業
の
九
万

五
〇
〇
〇
人
減（
前
年
比
三
・
三
％
）、
金
融
・

保
険
業
四
万
四
〇
〇
〇
人
減（
同
五
・
五
％
）

と
な
っ
て
い
る
。 

   

連
合

、前
年
比
約
一
〇
万
人
減 

　
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
組
合
員
数

を
み
る
と
、
最
大
の
連
合
は
六
五
九
万
五
〇

〇
〇
人
で
前
年
よ
り
九
万
九
〇
〇
〇
人
も
減

少
し
た
。
全
労
連
は
七
四
万
五
〇
〇
〇
人
で

一
万
九
〇
〇
〇
人
の
減
少
。
全
労
協
も
六
〇

〇
〇
人
減
少
し
一
五
万
四
〇
〇
〇
人
（
い
ず

れ
も
産
業
別
組
織
を
通
じ
て
の
加
盟
組
合
員

数
）。
ま
た
、
こ
の
数
字
に
都
道
府
県
単
位

の
地
方
組
織
だ
け
に
加
盟
し
て
い
る
組
合
員

数
も
合
わ
せ
た
集
計
で
み
る
と
、
連
合
が
六

七
二
万
六
〇
〇
〇
人
で
八
万
人
の
減
少
。
全

労
連
は
九
七
万
八
〇
〇
〇
人
で
一
万
六
〇
〇

〇
人
の
減
少
、
全
労
協
も
六
〇
〇
〇
人
減
少

し
一
六
万
人
。 

 

各
団
体
の
組
合
員
数
が
全
組
合
員
数
に
占

め
る
割
合
を
み
る
と
、
連
合
が
六
四
・
〇
％

（
地
方
加
盟
含
む
集
計
で
は
六
五
・
二
％
）、

全
労
連
が
七
・
二
％（
同
九
・
五
％
）、
全
労

協
が
一
・
五
％（
同
一
・
六
％
）だ
っ
た
。 

 

ほ
と
ん
ど
の
主
要
産
別
で
は
組
合
員
数
が

減
少
し
て
い
る
。
そ
の
中
で
も
前
年
に
比
べ

減
少
幅
の
大
き
か
っ
た
の
は
、
Ｊ
Ａ
Ｍ
の
二

万
一
〇
〇
〇
人
減
、
自
治
労
の
二
万
六
〇
〇

〇
人
、
生
保
労
連
二
万
人
。
一
方
、
増
加
し

た
の
は
、
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
七
〇
〇
〇
人

増
、
電
機
連
合
六
〇
〇
〇
人
、
運
輸
労
連
四

〇
〇
〇
人
、
航
空
労
協
四
〇
〇
〇
人
、
サ
ー

ビ
ス
・
流
通
連
合
三
〇
〇
〇
人
、
情
報
労
連

二
〇
〇
〇
人
、
全
労
連
・
全
国
一
般
一
〇
〇

〇
人
と
わ
ず
か
だ
っ
た
。 

　
　
　
　
　
　 

（
調
査
部
　
才
川
智
広
） 
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時
短
促
進
法
を
改
正
、「
労
働
時
間
等
設
定
改
善
法
」（
仮
）に
 

労
働
行
政
 

　
厚
生
労
働
相
の
諮
問
機
関
で
あ
る
労
働
政

策
審
議
会
は
昨
年
一
二
月
一
七
日
、
今
後
の

労
働
時
間
対
策
に
つ
い
て
尾
辻
秀
久
・
厚
労

相
に
建
議
し
た
。
建
議
で
は
、
年
間
総
実
労

働
一
八
〇
〇
時
間
の
達
成
に
向
け
て
、
労
使

の
自
主
的
な
取
り
組
み
を
促
し
て
き
た
時
短

促
進
法
の
改
正
を
提
言
。
厚
労
省
は
こ
れ
に

基
づ
き
、
開
会
中
の
通
常
国
会
に
「
労
働
時

間
等
設
定
改
善
法
案
」
（
仮
称
）
を
提
出
す

る
。  

 

姿

を
消
す
年
一
八
〇
〇
時
間
目
標 

　
欧
米
か
ら
の
働
き
過
ぎ
批
判
を
受
け
、
政

府
は
一
九
八
七
年
の｢

新
前
川
リ
ポ
ー
ト｣

で

年
間
総
実
労
働
一
八
〇
〇
時
間
達
成
の
目
標

を
掲
げ
、
九
二
年
に
時
短
促
進
法
を
制
定
。

五
年
間
の
時
限
立
法
だ
っ
た
が
、
目
標
未
達

の
た
め
九
七
年
、
〇
一
年
と
二
回
、
廃
止
期

限
を
延
長
し
、
こ
の
ほ
ど
〇
六
年
三
月
末
に

期
限
切
れ
を
迎
え
る
こ
と
に
な
っ
た
。 

 

こ
の
間
、
九
二
年
度
に
一
九
五
八
時
間
だ

っ
た
平
均
年
間
総
実
労
働
時
間
（
残
業
を
含

む
）
は
、
〇
三
年
度
に
は
一
八
五
三
時
間
と

な
り
約
一
〇
〇
時
間
短
縮
し
た
。
だ
が
一
般

労
働
者
に
限
っ
て
み
れ
ば
、
九
二
年
度
と
二

〇
〇
〇
年
度
の
比
較
で
む
し
ろ
一
七
時
間
増

の
二
〇
一
六
時
間
と
な
っ
て
お
り
、
正
社
員

が
減
る
一
方
、
パ
ー
ト
労
働
者
が
増
え
た
こ

と
で
、
見
か
け
上
全
体
の
平
均
労
働
時
間
が

押
し
下
げ
ら
れ
た
に
す
ぎ
な
い
の
が
実
態
だ
。 

 

建
議
で
は
「
全
労
働
者
一
律
の
目
標
を
掲

げ
る
計
画
は
必
ず
し
も
時
宜
に
合
わ
な
く
な

っ
て
い
る
」
と
指
摘
。
今
後
は
「
事
業
場
に

お
け
る
労
働
時
間
な
ど
の
あ
り
方
を
、
労
働

者
一
人
一
人
の
希
望
も
踏
ま
え
つ
つ
そ
の
健

康
や
生
活
に
配
慮
し
た
も
の
と
し
て
い
く
こ

と
が
必
要
だ
」
と
し
、
労
働
時
間
の
一
律
的

な
短
縮
か
ら
、
多
様
な
働
き
方
に
応
じ
た
事

業
場
そ
れ
ぞ
れ
の
目
標
設
定
へ
と
労
働
時
間

対
策
の
転
換
を
求
め
て
い
る
。 

   

労
使
自
治
主
体

は
引
き
継
ぐ 

　
そ
の
う
え
で
建
議
は
、
時
短
促
進
法
の
廃

止
で
は
な
く
、
四
点
の
見
直
し
が
必
要
だ
と

結
論
づ
け
た
。
一
つ
は
、
時
限
立
法
か
ら
恒

久
法
へ
の
転
換
で
、
労
使
の
継
続
的
な
取
り

組
み
を
目
的
と
し
て
い
る
。 

 

二
つ
め
は
、
労
働
時
間
短
縮
推
進
計
画
に

代
わ
る
新
た
な
指
針
の
策
定
。
個
々
の
労
使

は
こ
の
指
針
を
参
考
に
改
善
策
を
話
し
合
う

こ
と
に
な
る
。
指
針
は
長
時
間
労
働
や
育
児
・

介
護
、
地
域
活
動
、
自
己
啓
発
、
年
次
有
給

休
暇
―
―
な
ど
課
題
ご
と
に
対
策
を
示
す
。

具
体
的
に
は
、
①
長
時
間
労
働
の
目
立
つ
職

種
で
は
、
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
率
を
一
定

程
度
ま
で
上
げ
る
た
め
、
年
度
初
め
に
希
望

時
期
を
聴
取
し
計
画
的
付
与
制
度
を
活
用
す

る
②
社
会
人
大
学
・
大
学
院
な
ど
の
通
学
者

を
対
象
に
、
短
時
間
勤
務
制
度
な
ど
を
導
入

す
る
③
単
身
赴
任
者
が
家
族
と
十
分
過
ご
せ

る
よ
う
、
休
み
明
け
の
始
業
時
間
を
繰
り
下

げ
る
④
業
務
態
様
に
応
じ
て
変
形
労
働
時
間

制
や
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
な
ど
の
活
用
を

図
る
―
―
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
る
見
通
し
だ
。 

 

指
針
は
法
案
成
立
後
、
一
年
か
け
て
作
成

す
る
。
そ
の
際
、
長
時
間
労
働
の
抑
制
や
年

次
有
給
休
暇
の
促
進
な
ど
の
課
題
ご
と
に
、

数
値
目
標
の
要
否
も
検
討
す
る
。 
   

衛
生
委
員
会

で
時
短
検
討
も 

　
三
つ
め
は
、
時
短
促
進
法
が
整
備
に
努
め

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
る
「
労
働
時

間
短
縮
推
進
委
員
会
」（
普
及
率
二
七
・
九
％
）

の
扱
い
だ
。
改
正
案
で
は
こ
れ
を
「
労
働
時

間
等
設
定
改
善
委
員
会
」
に
改
称
し
、
新
設

を
促
す
と
し
て
い
る
。
さ
ら
に
新
設
が
困
難

な
事
業
場
で
は
、
安
全
衛
生
法
下
で
五
〇
人

以
上
規
模
の
企
業
に
設
置
義
務
の
あ
る
「
衛

生
委
員
会
」（
普
及
率
八
三
・
三
％
）
と
、
同

等
の
も
の
と
し
て
も
取
り
扱
え
る
よ
う
措
置

す
る
。
た
だ
、
努
力
義
務
の
時
短
委
員
会
と

五
〇
人
以
上
の
事
業
場
に
義
務
づ
け
ら
れ
て

い
る
衛
生
委
員
会
は
、
基
本
的
な
性
格
も
委

員
構
成
も
異
な
る
。
そ
の
た
め
建
議
で
は
、

①
労
働
時
間
等
設
定
改
善
委
員
会
と
衛
生
委

員
会
を
同
等
の
も
の
と
し
て
扱
う
こ
と
に
つ

い
て
書
面
に
よ
る
労
使
協
定
が
締
結
さ
れ
て

い
る
②
委
員
全
体
の
半
数
が
過
半
数
労
働
組

合
な
ど
の
推
薦
を
受
け
て
指
名
さ
れ
て
い
る

―
―
の
二
要
件
を
満
た
す
場
合
に
限
り
、
み

な
し
を
有
効
に
す
る
と
し
て
い
る
。 

 

四
つ
め
は
同
法
の
指
定
法
人
で
あ
る
「
労

働
時
間
短
縮
支
援
セ
ン
タ
ー
」
の
扱
い
。
同

セ
ン
タ
ー
は
時
短
に
取
り
組
む
事
業
主
へ
の

助
言
・
指
導
、
助
成
金
支
給
な
ど
を
行
っ
て

お
り
、
す
べ
て
の
都
道
府
県
に
設
置
さ
れ
て

い
る
。
報
告
書
は
こ
れ
を
「
こ
の
際
、
廃
止

す
る
こ
と
が
適
当
」
と
し
つ
つ
も
、
中
小
企

業
や
労
働
組
合
の
な
い
事
業
場
に
対
す
る
支

援
が
欠
か
せ
な
い
場
合
を
理
由
に
、
「
事
業

主
の
意
識
面
で
の
啓
発
に
力
点
を
置
き
、
必

要
な
範
囲
に
絞
っ
て
効
果
・
効
率
的
に
実
施

す
る
こ
と
が
適
当
だ
」
と
述
べ
て
い
る
。 

   

仕
事

と
生
活
法
は
断
念 

　
本
誌
〇
四
年
八
月
号
で
紹
介
し
た
と
お
り
、

同
省
は
当
初
、
時
短
促
進
法
に
代
わ
る
も
の

と
し
て
、
「
仕
事
と
生
活
の
調
和
を
図
る
た

め
の
環
境
整
備
法
案
」（
仮
称
）
を
検
討
し
て

い
た
。
労
働
者
の
多
様
な
働
き
方
を
促
す
こ

と
で
一
段
と
時
短
を
進
め
よ
う
と
、
パ
ー
ト

労
働
者
の
所
定
外
労
働
へ
の
割
増
残
業
代
の

支
払
い
義
務
づ
け
や
産
業
別
最
低
賃
金
の
廃

止
を
含
め
た
見
直
し
、
均
衡
処
遇
の
法
令
化

な
ど
関
係
法
令
が
多
岐
に
わ
た
る
内
容
を
盛

り
込
ん
で
い
た
。
だ
が
、
労
使
の
主
張
の
折

り
合
い
が
つ
か
ず
、「
一
括
法
と
し
て
は
諦
め

た
」（
勤
労
者
生
活
部
企
画
課
）
経
緯
が
あ
る
。

同
省
は
急
遽
、
昨
年
九
月
末
か
ら
労
働
条
件

分
科
会
で
時
短
促
進
法
の
今
後
の
扱
い
を
検

討
し
て
き
た
。
建
議
は
「
労
働
時
間
等
設
定

改
善
法
案
」（
仮
称
）
に
よ
る
体
制
整
備
に
よ

り
、
「
他
の
法
体
系
に
基
づ
く
課
題
に
つ
い

て
も
、
労
働
時
間
等
の
設
定
の
改
善
と
関
連

付
け
て
労
使
間
の
調
査
審
議
を
促
進
す
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
」
と
付
記
し
て
い
る
。
包

括
法
案
は
断
念
し
た
が
、
労
使
の
推
進
体
制

は
時
短
法
か
ら
発
展
的
に
継
承
し
た
形
だ
。 

　
　
　
　
　 

（
調
査
部
　
渡
邊
木
綿
子
） 
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が昨年比2.4ポイント増の38.4％でトップ。次が「中南米」

で3.1ポイント減の35.8％だった。中南米がトップの座を明

け渡すのは、統計を取り始めた1993年以降初めてのこと。

この他、「東南アジア」（13.2％）、「北米」（4.8）、「欧州」

（3.8％）が続いている。なお、

「中南米」地域出身者の89％が

日系人だ。 

　産業別では、事業所数、外国

人労働者数とも「製造業」が最

も多く、事業所数で全体の約半

数、労働者数で約６割を占めた。

前年比では教育・学習支援業

（120％増）が目立つ。 

　在留資格別にみると、日系人

や日本人の配偶者など就労制限

のない人が全体の52.7％。次い

で特定の範囲で就労可能な「専

門的・技術的分野」の労働者が

19.0％となっている。その一方

で「留学・就学」の資格でアル

バイトする人の割合が前年より2.1ポイント多い14.1％。

正社員で働く人は24.5％と４人に１人に過ぎない。 

　東京労働局の出した「裁量労働制の導入状況と運用の

実態について」によると、ホワイトカラーを対象とする、

いわゆる「企画業務型」の裁量労働制を昨年９月末時点

で導入していた事業所は253件と、前年同月末（124件）

に比べ倍増した。対象労働者数は１万3936人で、こちら

は前年同月末（4717人）比で約３倍に急増している。なお、

「専門業務型」は1124事業所が導入しており、対象労働

者は５万3279人だった。 

　また、今回は「専門業務型」裁量労働制に対する実態

調査も実施。「遅刻・早退した場合に賃金カットしている」

などの不適正な運用実態や年休取得率が低い状況にある

ことが明らかになった。東京労働局は制度の周知・啓発

を強化する方針だ。 

　一方、厚生労働省の外局である中央労働委員会が公表

した「平成16年賃金事情等総合調査（速報）」からも、「企

画業務型」の裁量労働制を採り入れる企業が増加傾向に

あることが分かっている。昨年６月１日時点で「企画業

務型」を採用していた企業は6.3％で、前年よりも2.4ポイ

ント増加した。「専門業務型」の採用企業は前年比１ポ

イント増の18.6％。 

　裁量労働制は、実際の労働時間に関わらず、労使協定

で定めた時間だけ働いたものとみなして賃金を支払う制度。

コピーライターやシステムコンサルタントなど19業務を

対象とする「専門業務型」裁量労働に加え、2000年４月

から「企画業務型」を対象に加えた。さらに昨年１月施

行した改正労働基準法で「企画業務型」について適用要

件が緩和。①対象事業所を本社などに限定しない②労使

委員会の決議要件を緩和する――ことになった。 

●裁量労働制、企画業務型が急増 

2000
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企画業務型裁量労働制の導入事業場数と適用労働者数の推移 

2001 2002 2003 2004

測定月日はそれぞれの年の9月30日現在 

IT関連 
18％ 

金融・広告業 
23％ 

その他製造業 
6％ 

通信関連 
4％ 

商業 
12％ 

教育関連 
1％ 

医療関連 
3％ 

コンサルタント 
3％ 

その他 
17％ 

決議届出企業の業種 

精密機器・電気機器・ 
光学機器 
13％ 

平成16年1月1日から 
16年9月30日まで 
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最近の発表資料から 

　日本で直接雇用された外国人のうち、中国（香港を含む）、

韓国の「東アジア」出身者が、1993年の調査開始以来ト

ップだった「中南米」を初めて上回り、地域別で最多――。

厚生労働省の「外国人雇用状況報告」でこんな結果が分

かった。 

 調査は、昨年６月１日現在の外国人の雇用状況について 、

事業所が公共職業安定所へ提出した報告をまとめたもの。

それによると、外国人労働者は２万4678事業所で計31万

2402人。このうち直接雇用は17万9966人、派遣や請負な

どの間接雇用は13万2436

人だった。間接雇用され

ている外国人労働者の約

９割が自動車などの製造

業で就労しており、東海

地方とその近接県で過半

数が働いている。 

 直接雇用を出身地域別

にみると、「東アジア」

　厚生労働省が発表した「身体障害者及び知的障害者の

雇用状況」（2004年６月１日時点）によれば、民間企業

に雇用されている障害者は、前年比4.4％増の25万7939人で、

全従業員数に占める割合を示す実雇用率は1.46％だった。

法定雇用率未達成の企業の割合は58.3％と前年より0.8ポ

イント増え、過去最悪を記録した。 

 障害者雇用促進法は、常用労働者数56人以上規模の民

間企業に対し、1.8％以上の身体・知的障害者を雇うこと

を義務づける。ただし、この障害者の法定雇用率は業務

の性格上、障害者が働くことが困難とされる業種がある

ため、算定にあたって分母となる従業員数を割り引いて

法定雇用率を軽減する除外率が設定されている。だが、

障害者の雇用を促進する目的で、昨年４月からこの特例

措置が段階的に縮小されており、民間企業は全業種で除

外率が10％引き下げられた。 

 今回、適用企業は前回調査より2968社増え、民間企業

に雇用されている障害者の実数も、１万846人増えた。だが、

実雇用率は逆に一昨年の1.48％より0.02ポイント悪化した。

企業規模別にみても、全ての規模で雇用されている障害

者数が増えているが、実雇用率は1000人以上規模を除き、

前年に比べて下がっている。厚生労働省では、「仮に改

正前の制度に基づいて計算すれば、1.50％程度になったも

のと推計される」と説明している。 

　なお、特殊法人（法定雇用率2.1％）の実雇用率は1.71

％（前年比0.38ポイント減）で雇用者数は前年比25.2％増

の6876人、国や地方公共団体（同2.1％）は2.21％（同1.9

ポイント減）で雇用者数は0.4％増の３万6692人だった。 

●民間企業の法定雇用率、制度改定で低下 

●直接雇用の外国人労働者、東アジアが最多に 


